
平成27年度行政評価事務事業一覧表

担当課 都市整備局定住促進部住宅政策課
連絡先 (076)220-2136

まちなか住宅建
築奨励金

　まちなか区域において、住宅ローンを利用して戸
建て住宅を新築し、又は購入した市民を対象
に、その費用の一部を助成する。

163,440 見
直
し

内
容
見
直
し

　これまでの事業効果を十分検証するとと
もに、厳しい財政状況と今後の定住施策
の方向性を踏まえ、他の定住促進補助
制度と一体的に事業のあり方を検討する
必要がある。

かなざわ定住推
進ネットワーク事
業費

　住宅建築・販売、宅地・建物取引等の関係団
体と本市が「かなざわ定住推進ネットワーク」を構
成し、新聞・雑誌広告やホームページにおいて本
市の定住支援制度を広報するとともに、ホーム
ページ（「金沢まちなか住宅再生バンク」）にお
いて空き家・空き地・中古分譲マンションの売買・
賃貸情報を提供し、本市における定住を推進す
る。

2,023 継
続

-

いい街金沢住ま
いづくり奨励金

　地区計画区域等において、住宅ローンを利用し
て戸建て住宅を新築し、又は購入した45歳未満
の市民を対象に、その費用の一部を助成する。

75,260 見
直
し

内
容
見
直
し

　これまでの事業効果を十分検証するとと
もに、厳しい財政状況と今後の定住施策
の方向性を踏まえ、他の定住促進補助
制度と一体的に事業のあり方を検討する
必要がある。

販売促進事業
費

　民間事業者のノウハウを活用して、年２回のモ
デル住宅展や新聞広告等を実施することにより、
瑞樹団地の宅地販売の促進を図る。

56,536 継
続

-

まちなかマンショ
ン購入奨励金

　まちなか区域において、住宅ローンを利用してあ
らかじめ認定を受けた分譲マンションの住戸を購
入した市民を対象に、その費用の一部を助成す
る。

20,680 見
直
し

内
容
見
直
し

　これまでの事業効果を十分検証するとと
もに、厳しい財政状況と今後の定住施策
の方向性を踏まえ、他の定住促進補助
制度と一体的に事業のあり方を検討する
必要がある。

H26年度
決算

（千円）

二　次　評　価
方
向
性

理
由 コメント

事　業

事業概要事務事業名



平成27年度行政評価事務事業一覧表

担当課 都市整備局定住促進部住宅政策課
連絡先 (076)220-2136

H26年度
決算

（千円）

二　次　評　価
方
向
性

理
由 コメント

事　業

事業概要事務事業名

まちなか空き家
活用促進費補
助

　まちなか区域において、「金沢まちなか住宅再
生バンク」を通じて空き家を購入した市民を対象
に、内部改修工事費の一部を補助する。

3,820 見
直
し

内
容
見
直
し

　これまでの事業効果を十分検証するとと
もに、厳しい財政状況と今後の定住施策
の方向性を踏まえ、他の定住促進補助
制度と一体的に事業のあり方を検討する
必要がある。

まちなか中古分
譲マンション改修
費補助

　まちなか区域において、「金沢まちなか住宅再
生バンク」を通じて中古分譲マンションの空き住戸
を購入した市民を対象に、内部改修工事費の一
部を補助する。

4,200 見
直
し

内
容
見
直
し

　これまでの事業効果を十分検証するとと
もに、厳しい財政状況と今後の定住施策
の方向性を踏まえ、他の定住促進補助
制度と一体的に事業のあり方を検討する
必要がある。

スマートタウン整
備支援事業費

　市が認定したスマートタウンの区域内において、
住宅ローンを利用して市が定めるスマートハウス
（省エネルギー基準などの要件に適合した戸建
て住宅）を新築し、又は購入した市民を対象
に、その費用の一部を助成する。

11,990 見
直
し

内
容
見
直
し

　これまでの事業効果を十分検証するとと
もに、厳しい財政状況と今後の定住施策
の方向性を踏まえ、他の定住促進補助
制度と一体的に事業のあり方を検討する
必要がある。

金澤ふうライフ提
案事業

　首都圏に在住するクリエーターなど創造性あふ
れる子育て世代の方々を対象に、金沢への移
住・二地域居住を促進するため、金沢の住環境
の充実と歴史・文化等の魅力をプロモーションし、
移住者の増加による定住促進を図る。

1,432 見
直
し

内
容
見
直
し

　体験ツアーについては、参加者へ継続的
に移住情報を提供するなどフォローアップを
行うとともに成果を検証し、より効果的な
事業となるよう見直す必要がある。


